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Ａ．研究目的             

本邦のがん診療連携拠点病院においては、診療

ガイドラインの推奨に基づく標準的治療の遵守率

には施設間格差があり、かつガイドラインの推奨

遵守は必ずしも高くない可能性がある。 
この guideline-practice gap の一例として、制吐

薬適正使用ガイドラインに謳われている高度催吐

性リスク化学療法に対する推奨制吐剤の処方率は

60.5％であると報告されている（平成 27 年 6 月厚

生労働省がん対策推進協議会におけるがん対策推

進基本計画中間報告書）。その原因・対策を探求す

ることは、標準医療の推進において不可欠である。

今回、制吐薬適正使用ガイドラインの推奨の実施

に関する調査を行い、その原因を検討した。 
 
 

 
Ｂ．研究方法 
高度催吐性リスク化学療法施行時の予防的制吐 

薬投与に関してアンケート調査を行った。アンケ

ートの対象施設は日本癌治療学会がん診療ガイド

ライン統括委員会、連絡委員会、領域分科会、制

吐薬適正使用ガイドライン改定ワーキンググルー

プ委員が所属する 44 施設とした。対象領域は食道

癌領域、胃癌領域、肝細胞癌領域、膵癌領域、胆

道癌領域、大腸癌領域、脳腫瘍領域、頭頚部腫瘍

領域、肺癌領域、乳癌領域、泌尿器科癌領域、婦

人科癌領域、造血器腫瘍領域とし、572 診療科に

アンケートを依頼した。 
（倫理面への配慮） 
本研究では、特に倫理面の配慮は要しない。 
 
 

研究要旨                         

本邦のがん診療連携拠点病院においては、診療ガイドラインの推奨に基づく標準的治療

の遵守率には施設間や診療科間に格差がある。今回、制吐薬適正使用ガイドラインの推

奨の実施に関する調査を行い、その原因を検討した。結果として全体のガイドライン遵

守率は 76%であり、制吐薬適正使用ガイドラインの日常診療への浸透は進んでおり、高

度催吐性リスク化学療法施行時の予防的制吐薬投与における推奨の遵守率は十分高い

ものと考えられた。しかし一部領域においては医学的に正当な理由から非遵守となる場

合もあった。制吐薬適正使用ガイドラインの浸透・遵守・運用の限界も認識すべきであ

る。 
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Ｃ．研究結果             
アンケートの回答率としては、施設別回答率が

75%であり診療科別回答率が 63%であった。ガイ

ドラインの推奨内容の普及に関しては 96%で推奨

内容の全てもしくは一部を知っているとの結果で

あり、十分に普及されていると考えられた。推奨

内容の実施率に関しては、76%で遵守されていた。

領域別では造血器領域で遵守率が 36%と低い傾向

を認めたが、その理由に関しては、遵守されてい

ないレジメンの多くに治療としてステロイドが含

まれているなど、非遵守の理由としては許容でき

るものであった。本邦における制吐薬適正使用ガ

イドラインの推奨は十分普及しており、その臨床

への導入に関しても適切に行われていると考えら

れた。 
 
Ｄ．考察               
制吐薬適正使用ガイドラインの日常診療への浸

透は進んでおり、高度催吐性リスク化学療法施行

時の予防的制吐薬投与におけるガイドラインの推

奨の遵守率は十分高いものと考えられた。 
しかし造血器腫瘍領域においては医学的に正当

な理由から非遵守となる場合もあり、これが遵守

率の低下につながった可能性がある。今後、ガイ

ドライン診療は本邦の医療現場に広く周知を行い、

運用を展開していくが、その際診療領域の特殊性

も考慮する必要があると思われた。 
 
Ｅ．結論               
制吐薬適正使用ガイドラインの浸透・遵守・運

用は、癌診療の均てん化を継続するうえで重要で

あるが、その限界も認識すべきである。 
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